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通常の水文気象学
初期の
大気場

大気モデル
大気の風、温度、水蒸気等をシミュレーション

水文・陸面モデル
陸の河川・土壌水等をシミュレーション

河川の氾濫等
の災害情報へ

逆問題としての水文気象学
初期の
大気場

河川流量等の
観測情報

• 水文気象学とは陸域の水循環を扱う水文学と大気現象を扱う気象学の融合分野。
• 大気モデルを用いて降水量等を解き、それらを入力にして水文・陸面モデルを

駆動し、陸での洪水・浸水の程度を求める。このようなシームレスな災害予測
の実現は水文気象学における重要なテーマ。

• 本研究は上記のプロセスを反転し、陸の河川流量の情報を使って、逆に大気の
状態を推定する「逆問題としての水文気象学」という新しい考え方を提案する。

• 現状の気象庁の天気予報においても、非常に多種多様な観測データが予測の改
善のために用いられているが、本研究では新しく陸域における水文観測が天気
予報の改善に寄与しうるか、について議論する。

• 気象庁非静力学モデル(JMA-NHM)に簡易な集中型3段タンクモデル
を結合し、大気場のみならず河川流量も計算できるようにした。

• 数値計算モデルの結果と観測データを統合してよりよい推定値を
得るデータ同化の一種である局所変換アンサンブルカルマンフィ
ルタ(LETKF)をこのモデルに用いた。強結合データ同化という技
術を用いて河川流量シミュレーションと河川流量観測の比較によ
り、風速や水蒸気場の推定値を補正するシステムを開発した。

• 観測データをシミュレーションによって作る観測システムシミュ
レーション実験という理想化された実験を行い、河川流量観測を
同化することのメリットについて議論した。

• データ同化がやっていることは、観測できる量（河川流量）と観
測できていない量（風速場など）の間の（線形な）関係をアンサ
ンブルで見積り、これをうまく使って観測できる量から観測でき
ていない量を推定することである。河川流量と線状降水帯をもた
らす風速場の間の相関が正しくシミュレートできていることが分
かった。

図3:アンサンブルでシミュレートされた河川流量と高度925mの東
西風(a)及び南北風(b)との相関係数、(c)風速場、時刻は15UTC

• この関係をうまく使って、河川流量観測の同化によって、6時間
ごとの風速場、水蒸気量、降水量の6時間予報の精度が向上でき
ることが確認できた。
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図4:9/9 07UTCから翌日の06UTCまでの6時間おきの6時間予報の精
度。「真値」との二乗平均誤差(RMSE)を河川流量同化あり、なし
で比較した。青色は河川流量の同化によって改善したことを示す。

まとめ
• データ同化によって河川流量の多寡から大気の気象場を逆推定するシステムを開発した。
• 気象モデルと河川モデルを繋ぎ、河川流量観測を結合モデルに同化することで風速などの大気場のシミュレーション精度が向上した。

2015年9月の関東東北豪雨
• 水平解像度1km、78メンバーで9/9 00UTC開始のアンサンブル
予報から、線状降水帯の位置のわずかなずれが鬼怒川におけ
る洪水予測の精度に大きく影響することが分かる。

• 本研究の観測システムシミュレーション実験では、78メン
バーのうちの1つを「真値」とみなし、ここから河川流量の擬
似観測を生成(図2の黒点)し6時間毎に同化する実験を行った。

図2: 関東東北豪雨のアン
サンブル予報の結果
a)鬼怒川上流部における河
川流量予測。各線がそれぞ
れアンサンブルによる河川
流量予測を示す。黒線が
「真値」、黒点が擬似観測
b)青線のメンバーにおける
15-16UTCの1時間降水量
c)赤線のメンバーにおける
15-16UTCの1時間降水量
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